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本研究では，既存の控え矢板式係船岸の前面に新設矢板を打設する改良設計の地震応答解析において，

既存構造物の考慮の有無や考慮方法の違いによる解析結果への影響について検討を行った．実務で多く採

用されていると考えられる新設構造物のみをモデル化したケースでは変形量が大きくなり安全側の結果が

得られたが，矢板に生じる曲げモーメントは小さくなった．既設構造物を含めてモデル化したケースにつ

いては既設及び新設構造の施工過程を詳細に考慮した場合は岸壁天端変位が抑えられたが，施工過程を簡

略化してモデル化した場合は新設構造物のみをモデル化したケースと結果が類似した．このことから，矢

板式係船岸を新たな矢板式構造で改良する場合において，既設構造物を含めてモデル化する場合において

も，詳細な施工過程を考慮しない場合には既設構造の影響を見込むことができないことが明らかとなった． 
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1. はじめに 

 

近い将来発生が懸念されている巨大地震とそれに伴う

巨大津波への対策や，急速に進む船舶の大型化や施設老

朽化への対応等により，港湾分野では既存係留施設の改

良設計が増加している．一方，日本は厳しい財政状況に

あり，効率的な施設整備やコスト縮減の観点からも，既

存施設の構造を活用した合理的な改良設計が求められて

いる．このような背景から港湾既存係留施設の改良につ

いては様々な技術開発が行われてきており，その事例や

分類および改良設計の基本的考え方について高野ら 1) や

田端ら 2) により取り纏められている．また，耐震関係に

おいては，既存係留施設の耐震補強改良や被災施設の復

旧に特化した事例や設計の考え方が菅野ら 3) によって整

理されている．そのような様々ある改良工法の中で，既

存施設に数多く存在する矢板式岸壁の改良の需要は多い．

老朽化対策，耐震性向上，増深化を考慮した矢板式岸壁

の改良においては，既存の矢板式岸壁の構造を残したま

ま，新たに矢板，タイ材および控え杭を有する控え杭式 

矢板岸壁を築造する工法がある．このような場合，多く 

 

 

の場合において，既存の矢板や控え杭等は無いものとし，

新設された矢板，控え杭，タイ材だけを考慮して通常の

矢板式岸壁として設計することが考えられる．しかし，

既設の矢板等の矢板式岸壁の構造が新設の矢板等に何ら

かの荷重を与えることや，既設構造が存在していること

により特に地震時の変形挙動が通常の矢板式岸壁と異な

る可能性も指摘されており 2) ，既存構造を考慮しないこ

とが必ずしも安全側の設計とはならないことも考えられ

る． 

一方，多くの港湾構造物の耐震設計においては 2次元

有効応力有限要素解析（FLIP）4) が用いられ，矢板式岸

壁においては施工過程を考慮した多段階の自重解析が行

われる 5), 6)．改良設計時においてはその施工過程が通常

の新設岸壁と比べて複雑になることから，その影響が改

良構造の挙動に影響を与えることが考えられる． 

そこで，本研究ではこれらの疑問に対して，2 次元有

効応力有限要素解析（FLIP）を用いた検討を行い，既設

構造物や施工過程の考慮の違いによる解析結果への影響

について検討を行うこととした． 

  



 

  

2. 検討内容 

 

(1) 解析対象 

検討対象は，図-1 に示す既存施設を増深改良した控え

組杭式矢板式係船岸 7)とした．既設構造物および新設構

造物の各諸元を表-1 に示す．また，解析に用いた入力地

震動を図-2に示す．全 240秒のうち，60秒～200秒の 140

秒間を解析対象時間として解析を行った． 

FLIPにおける解析モデルを（後述する Case2を代表と

して）図-3 に，地盤の物性値を表-2 に示す．本研究にお

ける FLIP の解析モデルでは，地盤はマルチスプリング

要素，矢板および杭はハリ要素，タイ材はバネ要素でモ

デル化しており，矢板と地盤の間にはジョイント要素，

組み杭の両下端にはバネ要素，杭と地盤の間には相互作

用バネ要素を入れている． 

 

 
図-1 対象構造物 

表-1 新設構造物及び既設構造物の諸元一覧 

 

 

 

図-2 入力地震動の加速度波形（2E波） 

 

 

 

図-3 解析モデルにおける地盤区分 
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表-2 地盤物性値一覧 

 

 

 

(2)  解析手順 

図-1 の断面に対して，既設矢板構造の有無と施工段階

の考慮方法が異なる三つの解析ケースを設定した． 

通常の矢板式岸壁改良設計実務の多くでは既存の矢板

岸壁構造を考慮せずに新設構造物のみをモデル化してお

り，本研究においても検討ケースの一つとした．前述の

ように，既往文献 5)，6)より，FLIP を用いた矢板式岸壁

（または護岸）に関する解析では自重解析を複数段階に

分けて行うことにより施工過程を考慮する多段階解析法

が推奨されており，そのような方法を参考に，本ケース

においても新設の矢板岸壁構造について４段階の解析を

行うこととした（図-4）．原地盤中に矢板を打設し，背

面を埋め立て，前面を掘削する過程を模擬する．まず，

岸壁建設前の原地盤の応力状態を再現するため，１段階

目で原地盤および矢板のみの自重解析を行った．なお，

後に掘削する矢板前面の地盤に関しては，地盤要素を設

けず，海底面に上載地盤の有効応力相当の分布荷重を作

用させた．また，矢板前面の地盤掘削前に矢板にはらみ

出す変形が生じぬよう，矢板の水平方向の変位を拘束す

ることで周囲の土の変形には影響を与えないようにした．

２段階目では矢板のタイロッド取り付け点を水平方向に

固定し，矢板背後の埋土を加えて自重解析を行った．３

段階目では，1 段階目で海底面に作用させた分布荷重を

打ち消すことにより矢板前面掘削を考慮し，さらに２段

階目で変位拘束した矢板タイロッド取付点の反力解放を

伴う拘束解除を考慮した自重解析を行っている．そして

最後の４段階目で地震応答解析を行っている．こちらを

Case1とする． 

 続いて，本研究では既設構造物の考慮の有無による解

析結果の違いについての検討を行うため，既設構造物を

考慮したモデルについて解析を行った．解析手順を図-5

に示す．既設構造物が出来上がるまでの施工過程を 1～

3 段階の自重解析において考慮し，新設構造物による改

良施工過程を 4～6 段階の自重解析において考慮した後，

７段階目で地震応答解析を行っている．既設構造物の施

工過程における前面地盤掘削に関する考慮方法や，矢板

のはらみ出しを防ぐための水平変位拘束については

Case1 と同様の考え方で行っている．一方，新設構造物

による改良過程において掘削する矢板前面地盤（以降，

土塊とする）については地盤要素を設けている．ただし，

掘削に伴い 6段階目で開放する力を評価するため，土塊

と海底地盤の間および土塊と新設矢板の間にはジョイン

ト要素を設けている．これらのジョイント要素は掘削時

の解放応力を評価するためだけに用いるため，滑り強度

を大きくとっている．また，土塊およびこれらのジョイ

ント要素については 6段階目以降で解析に影響がないよ

うKILL指定している．こちらをCase2とする． 

さらに，既設構造物を考慮するケースとしてもう１ケ

ースの検討を行った．解析手順を図-6 に示す．ここでは，

既存構造物をモデル化するが施工過程の考慮を簡略化し

ており，つまり基本的な解析手順は Case1 に倣い新設構

造物についての施工過程は考慮するが，既設構造物が完

成するまでの施工過程については多段階解析を行わず，

新設構造物と同時にモデル化する形で解析を行った．こ

ちらをCase3とする． 

 

 
図-4 Case1の解析手順 
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図-5  Case2の解析手順 

 

 
図-6  Case3の解析手順 

 

以上の３ケースを表-3にまとめる．Case1とCase2の比

較により既存構造物を考慮した場合と考慮しない場合に

おいて解析結果にどの程度の差異が生じるかについての

検討を行う． 

Case3 の検討においては，Case1 および Case2 の結果と

の比較を行い，Case1とCase2で生じた差異が既設構造物

の施工過程まで考慮したことによるものか，単に既設構 

 

 

 

造物をモデル化したことによるものかを判断することを

目的とした．Case2 における既設構造および新設構造の

施工手順を詳細に考慮した多段階の自重解析では，段階

数が増加して長時間化するとともに解析が複雑になり，

多くの労力や時間を要することとなる．設計実務におい

ては時間の制約がある中，複数断面について検討するた

めに数多くの解析を行う必要があるため，可能であれば

自重解析においても段階数の簡素化が望ましい．そこで，

Case3 の検討により既設構造及び新設構造の詳細な施工

過程を考慮する必要性があるか否かの評価を行うことを

意図した． 

 

表-3 検討ケース一覧 

 

 

 

3. 検討結果 

 

(1) 岸壁天端変位 

矢板および控え杭の天端変位の結果を表-4 に示す．新

設鋼管矢板の水平方向残留変位量に着目すると，新設構

造物のみで解析を行ったCase1が約 1.4m変位しているの

に対し，既設構造物の施工過程を詳細に考慮した Case2

では 0.7m 程度と岸壁の天端変位では倍半分の差が生じ

ていることが確認できる．よって，新設構造物のみを考

慮した解析では安全側の評価になるものの，このモデル

化による解析によって設計を行う場合には変形量を小さ

くするためにより断面諸元の大きい構造部材を用いる等

の対応が必要となり，工費がより大きくなると考えられ

る．  

また，Case3の結果を見てみるとCase1と同程度の結果

が得られていることがわかる．このことから，Case1 と

Case2 における岸壁天端変位の差には，既存構造物の存

在が考慮されていることはあまり影響せず，既設構造物

の施工過程を詳細に考慮したことが影響していることが

考えられる． 
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表-4 矢板および控え杭の天端変位 

  

 

(2)  最大せん断ひずみの比較 

 各ケースにおける最大せん断ひずみの結果の比較を行

う．地震応答解析終了時の残留値を図-7 に，自重解析終

了時点を図-8 に示す．地震応答解析終了時の最大せん断

ひずみには各ケースそれぞれで異なる傾向が見られる． 

岸壁天端変位が小さくなった Case2 では既設控え下端

付近から前面の新設矢板下端にむけてひずみが発生して

いるのに対し，法線変位が大きくなった Case1 と Case3

では新設控え工の組杭背後に大きくひずみが発生してい

ることが確認できる．ここで，自重解析終了時点の最大

せん断ひずみの比較を見てみると，case2 では前面矢板

背後に大きくひずみが発生しているのに対し，Case1 と

Case3 では前面矢板背後のひずみが軽減されている代わ

りに，新設控え工背後に最大せん断ひずみが大きく生じ

ていることが確認できる．地震応答解析前の応力状態が

異なるため，case2 とその他の２ケースでは動的解析後

の変位に差が生じたと考えられる． 

 また，Case1とCase3では自重解析終了時点の最大せん

断ひずみは同程度となっているが，地震応答解析終了時

の最大せん断ひずみ分布には違いが見られる．既設構造

物が存在する Case3 では，既設の前面矢板と既設控え工

に挟まれた部分におけるせん断ひずみが軽減されており，

新設控え工背後の最大せん断ひずみの分布も少し異なっ

ている．このことから，既設構造物をモデル化すること

により，多少の地盤の変形は低減されていることが確認

できた． 

 

 

 
図-7 最大せん断ひずみの比較（地震応答解析終了時） 

 

 
図-8 最大せん断ひずみの比較（自重解析終了時） 
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(3) 施工過程を考慮した自重解析終了時の応力状態 

 前述の地盤の最大せん断ひずみの比較より，既設と新

設構造の施工過程を詳細に考慮した Case2 では自重解析

終了時点で他の２ケースと異なる傾向が見られた．ここ

で，Case2 の応力状態が新設および既設構造物の施工過

程を考慮した影響によって他の２ケースと異なる傾向を

示しているのかを確認するため，Case2 の自重解析にお

いて既設構造物が完成した段階（図-5 における 3 段階目

終了時）と新設構造が完成した段階（図-8 で示した自重

解析終了時，図-5 における 6 段階終了時）における応力

状態を比較する．それぞれの地盤の最大せん断ひずみと

既設構造物に発生している曲げモーメントを図-9～図-12

に示す．なお，3段階目終了段階（図-9）の最大せん断応

力については既設構造物の完成段階であるため，新設矢

板や間詰部は存在せず，既設矢板の前面には改良時に掘

削する土塊が示されている． 

 地盤の最大せん断ひずみおよび既設構造部材の曲げモ

ーメントの両者において，3 段階目終了時点と 6 段階目

終了時点で同等の応力状態となっており，Case2 におけ

る新設構造完成時の応力状態は既存構造物が完成した段

階においてほぼ形成されている．Case1やCase3において

は既設構造物の存在や施工過程を省略しており，よって，

自重解析終了時の地盤および構造の応力状態は Case2 と

異なる傾向を示したと考えられる． 

 

 

図-9 3段階目終了時における最大せん断ひずみ（Case2） 

 

 
図-10 6段階目終了時における最大せん断ひずみ（Case2） 

 

 

図-11 3段階目終了時における曲げモーメント 

 

 
図-12 6段階目終了時における曲げモーメント 

 

(4) 鋼材に作用する土圧 

矢板にかかる土圧について整理した．地震応答解析終

了時および自重解析終了時の結果を図-13 および図-14 に

示す．矢板を表現する梁要素の海側および陸側に配置し

たジョイント要素の垂直応力を出力して土圧とみなし，

矢板に対する土圧の作用方向が分かりやすいよう，各部

材の海側に作用する土圧を負側の値として表示している．

地震終了時（図-13）については複雑な挙動を示しており，

明確な関係性は見出せないが，自重解析終了時（図-14）

の新設矢板前後に作用する土圧の残留値については，

Case2および Case3は Case1と比較し，-13.0mまでの既設

矢板が存在する深度までは土圧が低減されていることが

分かる．一方，既設矢板下端以深では Case1 の土圧が他

の２ケースより小さくなっている．既設構造物のある

Case2とCase3について，既設矢板の前背面にかかる土圧

の差分をとって新設矢板の土圧に足し込んだものと

Case1 の新設矢板にかかる土圧とを比較した（図-15）．

Case3 についてのみ，既設矢板に生じる土圧の差分を新

設矢板の土圧に足しこむことで，Case1 の結果に近づい

た．よって，既設の構造物を施工過程を無視した状態で

考慮したモデルにおいては，単純に既設が土圧を負担す

る分，新設の土圧が低減されていることが考えられる．

一方，新設・既設構造物の施工過程を詳細に考慮したモ

デルに関しては，新設矢板に作用する土圧は単純に既設
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矢板の負担分が低減されているのではなく，より複雑な

挙動をしていることが考えられる．  

 
図-13 矢板に作用する土圧（地震応答解析終了時） 

 

 
図-14 矢板に作用する土圧（自重解析終了時） 

 

 

図-15 矢板に作用する土圧（自重解析終了時） 

（既設矢板海側・陸側土圧の差分＋新設矢板の土圧） 

 

(5) タイ材の張力 

 新設タイ材および既設タイ材について，各自重解析終

了時と地震応答解析終了時に生じる張力をそれぞれ求め，

新設タイ材取り付け点の反力開放値とともに整理した

（表-5）． 

a) 地震応答解析終了時 

地震応答解析終了時（表-5）に着目すると，Case1 では

自重解析終了時点に比べて張力が増加していることが確

認できる．Case2 では自重解析終了時点で既設のタイ材

に働いていた張力が激減し，その分新設のタイ材にかか

る張力が Case1 の値と同じ程度まで増加している．また，

Case3 では既設タイ材にかかる張力および，新設のタイ

材にかかる張力がともに増加しており，3 ケースの中で

最も大きな値となっている．これらの傾向についてより

詳細な検討を以降で行う． 

b) 自重解析時 

FLIPを用いた控え矢板式岸壁の解析では，前述のよう

に，各施工過程における地盤応力状態を模擬するため，

矢板背後の埋立がある場合には，埋立土の自重を考慮す

る自重解析時に矢板のタイ材取付点における水平変位を

拘束し，それにより生じた反力を次の段階で逆向きの節

点力として加えることで解消させる5), 6)．また，地盤の掘

削等による応力解放を模擬する際等にも矢板に節点力を

加える．当該モデルの自重解析においても，これらの考

えに倣った解析を行っている．ここでは，矢板に加える

力とそれに伴いタイ材に生じる張力の関係性に着目する． 

自重解析終了時（表-5）について着目すると，Case1 で

は新設のタイ材に３ケースの中で最も大きな張力が働い

ている．Case2 では既設のタイ材に比較的大きな張力が

働いており，その分新設のタイ材に働く張力が低減され

ていることが確認できる．また，Case3ではCase2ほど既

設のタイ材に張力が働いておらず，新設のタイ材には

Case1に近い張力が働いている． 

新設のタイ材に関してはどのケースにおいても解析段

階が進むにつれて張力が増加しているが，地震応答解析

実施前の自重解析終了時においては新設及び既設の改良

過程を詳細に考慮したCase2はCase1およびCase3の半分

以下となっており，また，Case1とCase3の差は小さい．

既存タイ材については，自重解析終了時において Case3

での張力は Case2 にくらべてかなり小さく，既存構造で

の矢板の変位を抑制するタイ材および控え矢板にあまり

力が作用していないことが考えられる． 

 

表-5 自重解析時および地震応答解析時のタイ材の張力 
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(6)   曲げモーメントおよび軸力の比較 

 自重解析終了時と地震応答解析終了時における鋼材ご

との曲げモーメントと軸力の深度分布について，各ケー

スの結果を重ね合わせたものを図-16～図-19に示す．ただ

し，クレーン基礎の梁要素については地震応答解析の段

階で考慮するため，自重解析時には存在しない． 

a)  地震応答解析終了時 

 地震応答解析終了時における新設鋼管矢板の結果より，

岸壁天端の水平変位が大きくなったCase1とCase3に対し

て，変位が小さくなった Case2 においてモーメントが大

きく発生していることが確認できる（図-16）．これは控

え工により矢板頭部の変位を抑えられる分，鋼材への負

担が大きく生じていると考えられる．また，最大モーメ

ントの発生位置が Case2 では下方へシフトしているが，

図-13 において土圧が Case1 や Case3 と比べて大きくなっ

ている箇所の上部（緑の実線の-14m あたり）や，図-7 に

おいてせん断ひずみが大きく現れている位置（新設矢板

前面の海底面より少し下の深度における新設矢板背後の

せん断ひずみ）におおよそあたることが確認できる．既

設構造物がない場合は新設矢板全体で背後の土圧を支え

ていたのに対し，新設・既設構造物の施工過程を詳細に

考慮した解析を行うことによって既設構造物の前面矢板

と控え工に挟まれた土が一体となって動き，背後土圧を

一部既設が負担しながら新設矢板下部に力が作用してい

る可能性も考えられる．なお，３ケースとも港湾の設計

基準における矢板式岸壁の設計で用いられる静的な土圧

を考慮した仮想梁法で想定されるモーメント分布とは異

なるが，地震応答解析時においては矢板の根入れ部から

変位が生じていることが要因と考えられる． 

b) 自重解析終了時点 

自重解析終了時点の曲げモーメント（図-17）では，新

設の控えの押込み杭および引き抜き杭の-15m以浅におい

て，Case1，Case3，Case2 の順に大きい値となっている．

図-8の自重解析終了時にCase1およびCase3において新設

控え背後の地盤に最大せん断ひずみが大きく出ており，

新設および既設構造の詳細な施工過程を考慮した Case2

よりも新設の控え杭により大きい力が作用していると想

像できる．一方，既存の前面矢板および控え矢板の曲げ

モーメントは，自重解析終了時においてCase2がCase3よ

りも大きい．新設の控え組杭の軸力においては，押し込

み杭及び引き抜き杭ともにCase1とCase3で同等の値とな

っているのに対し，Case2 では他の２ケースに比べて小

さな値を示している（図-19）． 

c) タイ材の張力との関係について 

前項にまとめたタイ材の張力との関係について整理す

る． 

地震応答解析時における新設タイ材にかかる張力の残

留値では Case3 が最も大きい値となっているが（表-5），

最大値を比較すると Case1 で最も大きな値となっている．

これは軸力の結果にも表れており，図-18 の地震応答解

析後の軸力における押し込み杭および引き抜き杭では，

実線で示す残留値については Case3 が最も大きくなって

いるが，破線で示す最大値は Case1 が最も大きくなって

いることが確認できる． 

多段階の自重解析終了時においては，前述の通り，新

設タイ材の張力は施工過程を詳細に考慮した Case2 で小

さく，Case1と Case3において大きい（表-5）．一方，新

設控えの押込み杭および引抜き杭の軸力においても，

Case2 で小さい値となっており，Case1 と Case3 がより大

きい傾向が見られる（図-19）．図-17 より，押込み杭お

よび引抜き杭の-15m以浅の曲げモーメントにおいても，

Case2 が最も小さく，少しの差はあるものの Case1 と

Case3 においてより大きい．新設矢板の曲げモーメント

はやや傾向が異なるものの，Case2 が最も小さく，Case1

が最も大きい．よって，新設タイ材だけでなく，新設矢

板や控え杭からも，新設・既設構造の施工過程を詳細に

考慮した Case2 において自重解析終了時の新設矢板構造

に作用している力は最も小さく，施工過程を簡略化した

Case3 ではより大きい力が作用し，既設構造を考慮して

いないCase1に近い傾向にあると考えられる． 

他方，自重解析終了時における既設タイ材の張力

Case2 においてより大きく，Case3 での張力はかなり小さ

い（表-5）．既設前面矢板および既設控え矢板の曲げモ

ーメントもCase2でより大きく，Case3で小さい（図-17）．

よって，自重解析終了時の既設構造においては，新設構

造とは対照的に，新設・既設構造の施工過程を詳細に考

慮したCase2において，施工過程を簡略化したCase3より

も大きい力が作用したと考えられる． 

以上のことから，新設および既設構造の施工過程を詳

細に考慮した Case2 においては既設構造と新設構造にバ

ランスよく荷重が作用し，ともに荷重に抵抗することに

よって地震時の変形量が低減したことが想像される．一

方，既設構造と新設構造を同時に考慮して自重解析を実

施した Case3 においては，自重解析時に構造的により強

固な新設矢板構造に多くの荷重が作用して既存矢板岸壁

構造に十分に力が伝わらず，その安定性のほとんどが新

設矢板構造のみによって保たれていたために，Case2 よ

りも地震時変形量が大きくなったと考えられる．また，

主に新設構造だけで安定性が保たれているという Case3

の状態は，既存構造を考慮せずに新設構造だけとした

Case1 に類似した状態と考えられ，よって，地震時変形

量も同等となったことが考えられる． 

 

 

  



 

  

 
図-16 曲げモーメントの重ね合わせ＿地震応答解析終了時 

 

図-17 曲げモーメントの重ね合わせ＿自重解析終了時 

 

 

図-18 軸力の重ね合わせ＿地震応答解析終了時 

 

 

図-19 軸力の重ね合わせ＿自重解析終了時 
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4. まとめ 

本研究では，既存の控え矢板式係船岸の前面に新設矢

板を打設する改良設計の解析において，既存構造物の考

慮の有無や考慮方法の違いによる解析結果への影響につ

いて検討を行った．既設の矢板式構造物を考慮した場合

と考慮しない場合では，岸壁天端の変位や曲げモーメン

トに明確な違いが見られた．新設および既設構造をモデ

ル化してその施工過程を詳細に考慮したケースでは岸壁

変形量は最も小さくなった．既設構造をモデル化せずに

新設構造のみを考慮したケースでは，岸壁変形量は大き

くなり安全側の設計となるが，矢板に生じる最大の曲げ

モーメントは小さくなった．新設・既設構造の詳細な詳

細な施工過程を考慮せずに自重解析時にそれらを同時に

考慮したケースでは，新設構造のみの場合と結果が類似

した． 

新設・既設矢板構造の詳細な施工過程を考慮したケー

スでは，新設構造完成時の応力状態は既存構造物が完成

した段階においてほぼ形成されており，既設構造物の存

在や施工過程を省略したケースではそのような解析段階

が無いために自重解析終了時の応力状態は異なる傾向を

示した．詳細な施工過程を考慮したケースでは，自重解

析終了時において既設構造により大きい力が作用し，新

設構造に作用する力は低減されたが，施工過程を簡略化

したケースでは既設構造にあまり力がかからない状態と

なった．よって，新設および既設構造の施工過程を詳細

に考慮したケースでは既設構造と新設構造にバランスよ

く荷重が作用し，ともに荷重に抵抗することによって地

震時の変形量が低減したが，施工過程を簡略化したケー

スでは自重解析時に既設矢板岸壁構造に十分に力が伝わ

らなかったために地震時変形量が増大したと考えられる．

また，施工過程を簡略化したケースでは，その安定性の

ほとんどが新設矢板構造のみによって保たれ，既設構造

を考慮しないケースと類似した状態となったために地震

時変形量も同等となったと考えられる．以上のことから，

矢板式係船岸を新たな矢板式構造で改良する場合におい

て，既設構造物を含めてモデル化する場合においても，

詳細な施工過程を考慮しない場合には既設構造の影響を

見込むことができないことが明らかとなった． 

本研究では既存の控え矢板式係船岸の前面の新設矢板

と控え工による改良について検討し，上記のようなより

詳細な施工過程の考慮が重要であるという結論を得たが，

これは，既設構造の違いや新設矢板および控え工の配置

によっても結果が異なる可能性がある．係船岸の改良に

は様々なものがあり，条件および諸元の異なる改良にお

いては，またそれ合わせたモデル化及び施工過程等の影

響性検討が必要と考えられる． 
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EXAMINATION OF EFFECT OF EXISTING STRUCTURE MODELING IN 
SEISMIC RESPONSE ANALYSIS OF AN IMPROVED SHEET PILE QUAY WALL 

 
Azusa TSUTSUMI and Eiji KOHAMA 

 
In the seismic response analysis of a sheet pile quay wall improved by new sheet piles with anchor piles, 

influence of the existing structures on analysis results was examined in this study. In the case of modeling 
only the new structures that is often used in general practice, the analysis result showes larger deformation 
on the safe side but smaller bending moment generated in the new sheet pile. In the case of modeling the 
new and existing structure, the displacement of the quay was suppressed when the construction process of 
the existing and new structures was taken into account in detail. On the other hand, when construction 
process was simplified in the analysis model, the results were similar to the case where only the new struc-
ture was modeled. Therefore, in the improvement of a sheet pile quay wall with a new sheet pile structure, 
it was revealed that the effect of the existing structure could not be expected without considering the de-
tailed construction process even if the existing structure was modeled. 

 


